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保全紛争の発生要因と紛争管理に関する考察
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A Study on the Occurrence Factors of
Conservation Conflict and Its Conflict Management Process

Abstract
Across the globe, conservation conflicts are increasingly becoming a global
problem, and need to be effectively managed in order to mitigate their negative
impacts on biodiversity, human well-being, and other human activities. This pa-
per overviews the definition and discussions of conservation conflicts and its
conflict management strategies. To make the conflict management process
more effective, it often requires appropriate strategies involving key stakehold-
ers or parties to engage with clear goals, transparent scientific evidence, share
common goals, and seek for alternative solutions or acceptable tradeoffs. This
paper explores that conservation will be likely to benefit most from effective
conflict management approaches that have clear shared goals, recognize the
values and interests of others, and foster open collaboration between stakehold-
ers. These conflict management and long-term conservation efforts can be en-
hanced through better integration of socio-economic and/or political context. In
addition, the monitoring and evaluation of conflict management processes is
needed to act as a feedback mechanism for improving outcomes.

1．はじめに

世界各地で発生する自然保護にかかわる問題の多くは、自然資源の管理のあり方
とかかわり、地域におけるさまざまな開発行為が自然環境を破壊するといった人間
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の活動によって引き起こされる事が多い。そして、人間による開発行為が原因となっ
て開発と環境保護をめぐる社会的紛争に発展した事例は枚挙に暇がない。こうした
紛争の多くは、自然保護に悪影響を与えるだけではなく、その解決にコストがかか
ると同時に、経済開発や資源の持続可能性にも影響を与えるおそれがあるため、環
境保全をめぐる紛争は、最も解決困難な紛争の一つと考えられている（Dickman
2010）。

本稿では、とくに希少生物や生物多様性の保全にかかわる「保全紛争（conserva-
tion conflict）」を定義し、こうした紛争が発生する要因を明らかにし、自然資源の
効果的な管理に向けた戦略及び環境保護を阻害する諸条件を考察する。最後に、保
全紛争の管理および解決を発展させるための将来に向けた研究課題を示すものであ
る。

2．保全紛争（conservation conflict）の定義

紛争は人間社会の特徴であり、さまざまな形態をとって表れる。中でも環境をめ
ぐる紛争の多くは環境資源の管理にかかわる問題である。人間の開発行為に伴い地
域の環境資源が希少になり、その資源利用や管理をめぐって紛争が生じることがあ
る。ここでいう「紛争」は武力衝突だけに限定されるものではなく、個人間、集団
内部、または集団間、国家内部または国家間の当事者集団（parties）が、互いに
異なる願望や利害を有している場合、それらを同時に達成することができず、結果
的に、一方の当事者（集団）が他の当事者（集団）の行動の効果を何らかの形で焼
失させてしまうような場合に生じるものである（Deutsh 1973）。紛争の形態や原因
はさまざまであるが、根本的原因には関係当事者が、それぞれ異なる社会的、文化
的、経済的コンテクストに基づいて自らの願望を満たそうとするためである。もし
当事者同士が、同一の、または類似した基準で行動し、合意の形成を図ることがで
きれば、当事者双方が利益を享受できるような共存策を見出すことができる。

本稿では、とりわけ紛争の中でも、生物多様性とその保全にかかわる「保全紛争
（conservation conflicts）」に着目する。生物多様性をめぐる対応では、保全に加
えて「保護（protection）」の概念も用いられる。たとえば、「野生生物保護（wildlife
protection）」という場合には、野生生物の生態系を乱さないよう保護を行うこと
を意味する。保護という場合、何かしらの危害やダメージから対象を守り、もとも
とある自然（野生生物とその生息環境）に一切手を加えないというニュアンスが強
い2。一方の「保全（conservation）」という語は、ある程度自然にも手を加えなが
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ら管理し、自然再生も含まれる際に用いられることが多い。森岡（1999）は、「保
全」と「保存」の考え方は、同じ自然保護を訴えながらも、その発想は異なるとし、
「人間のために自然を守る」のが保全で、「自然のために自然を守る」というのが
保存（保護）であると指摘している。

世界最大の自然保護機関である国際自然保護連合（IUCN）は、以前は IUPN（In-
ternational Union for Protection of Nature）という名称であったが、現在は、IUCN
（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources）に改めら
れている。日本語訳ではいずれも「国際自然保護連合」となっているため区別がつ
けにくいが、「自然保護（Protection of Nature）」から「自然及び自然資源の保全
（Conservation Nature and Natural Resources）」となっている。IUCN は「保全（Con-
servation）」の意味として、「人間とのかかわりにおける自然及び自然資源を賢明
かつ合理的に利用すること」であることを明確にしている。こうした考え方の変化
は、自然及び自然資源を人間のために利用、あるいは改変することを是としてきた
西欧社会の価値観をうかがわせるが、自然保護の概念が「保護（Protection）」と
いう狭義のものから、自然再生など人間活動の動的な関与も含まれる「保全（Conser-
vation）」という広がりを持つものに変換されてきたとみることができる（沼田
1995）。本稿では、主に人間活動のために保全される生物（野生生物）をめぐる紛
争に焦点を当てるため、“Conservation”の訳語として「保全」という語をあてる。
「保全紛争」の定義に関しては、さまざまな議論がなされている。たとえば、Red-

path ら（2013）は、「環境保全の対象となるものをめぐって、強い意見を持ってい
る二人またはそれ以上の当事者が衝突する場合、および一方の当事者が他者の利益
を犠牲にして主張を行っている場合に発生する状況」と定義している。この定義は、
保全紛争が人間同士の間で生じる紛争であるという認識に立っている。

保全の対象となる生物をめぐって、紛争当事者間での見解や認識の相違や対立か
ら紛争に発展してしまうことは珍しいことではない。開発から自然環境への影響に
至るまでに見解の対立や相違を防ぐこと、あるいは、紛争が生じた場合にこれらを
うまく管理し、紛争の緩和を目指すという、いずれの場合にも多くの課題が存在し
ている。たとえば、保全活動家など生物保全の利益を代表する当事者の立場が、農
業、漁業、林業、土地開発などの保全対象となる生物の生息環境にネガティブな影
響を及ぼす可能性がある産業に脅かされている場合、保全の目的が保全地域におけ

2「天然記念物の保護」など対象生物を限定する場合が一般的であるが、ある生物（群）だけを保護し、他を保
護しないということは、結局は環境の破壊となり、生物群も滅ぼしてしまう。そのため人為的な保護活動には十
分な配慮が必要となる。
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る人間活動を排除する場合、あるいは、対象となっている生物の保護や保全が人間
活動に影響を与える場合に生じうる（Redpath et al. 2013）。

Conover（2001）は、保全紛争の中でも人間と野生生物が係る紛争を「人間と野
生生物間の紛争（human-wildlife conflicts）」と呼んでおり、「人間または野生生物
による行動が他方に負の影響を与える際に生じる紛争」と定義している。例として、
アフリカゾウによって農作物を食い荒らされる、農場が破壊されるなど人間に害を
およぼす問題は、“human-elephant conflict”と呼ばれ、ゾウが生息するアフリカ
の国の多くで昔から発生してきた（岩井 2018）。ただし、Conover（2001）の定義
には一定の批判もある。その前提として、ゾウなどの野生生物が意識的に“人間の
敵対者”であることを暗に示唆しているからである（Peterson et al. 2010）。

これに対して、Young（2010）は、保全紛争を大きく二つに区別している。第一
に、人間とそれ以外の生物との間の直接的な相互作用に対処する紛争である。第二
に、生物保全を目的とする人々とそれ以外の目的を有する人々との間での人間同士
の相互作用が中心となる紛争である（Young 2010）。両者の区別は、保全紛争の特
性を理解する上で重要なものと考えられ、前者と後者は紛争に対して異なる捉え方
がなされている。その理由として、それぞれ紛争への対処のあり方が異なってくる
ためである。開発行為など自然に対する人間活動の影響は、法律に基づく規制、あ
るいは技術的な解決を図ることによって、その影響が緩和される可能性がある。一
方で、生物保護や生態系保全をめぐって人間同士での対立が中心となる紛争がある。
たとえば、捕鯨論争に象徴されるように、保護や保全の対象となる生物に対する当
事者集団間での価値観や事実認識の違い、当事者が提示する科学的根拠の対立に
よって紛争がエスカレートする場合もある（森下 2018）。

次に、人間と人間以外の生物間の相互作用が原因となって生じる保全紛争の中で
も「人間同士の紛争（human-human conflicts）」の側面に着目する。

3．人間同士の関係性から生じる保全紛争

人間活動の野生生物に対する影響には、開発行為に伴う環境破壊や自然資源利用
に伴う土地利用変化や生物多様性への影響などさまざまなものが考えられるが、そ
の原因が利害関係者の保全対象に対する認識の相違だけではなく、権力関係、社会
的・文化的に根付いた態度や価値観の変化ともかかわる場合がある（Adams 2003）。
たとえば、利害関係者間で「人間と野生生物との関係性」についての理解や事実認
識が異なるケース以外でも、利害関係者の一方が、生物保全のあり方をめぐる意思
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決定過程から排除されている場合、あるいは、交渉の場面で不利な立場に置かれて
いるといった理由から紛争が生じる場合もある（Redpath et al. 2013）。

また、ある生物の絶滅が危惧されているといった理由で、保全対象となる生物の
生息環境や複雑な生態系と関連しやすいこの種の紛争は、単一のパラダイムからの
アプローチだけでは問題の全体像を把握することが困難である。そのため、近年、
自然科学、社会科学、人文科学といったさまざまな学問分野・領域の知見に基づい
て発展していく統合的なアプローチが求められつつある（小堀 2008）。一方で、野
生生物の生息環境を理解し、管理する能力は、分野横断的なアプローチが求められ
るケースが多く、学際的、分野横断的なアプローチの構築そのものが課題ともなっ
ている（Redpath et al. 2013）。

4．保全紛争の紛争管理に向けたモデル

野生生物の保護を含め、環境問題にかかわる紛争管理3の手法については、これ
までも数多くの研究の中で検討が重ねられてきた。ここではいくつかのアプローチ
に言及しつつ、保全紛争を捉える上で重要な視点を検討する。紛争は社会の中に常
態として存在している。それは時として感情的な紛争にも関わり、解決に向けたア
プローチは強硬的な手法から合意の形成を目指す手法まで幅広い。

たとえば、これまでのゲーム理論研究は、紛争と協調行動に関する視点を提示し
ており、紛争当事者が一定の立場を採用する際の一助となり、当事者たちが紛争の
解決に向けて協力的な行動をとる可能性が高い状況では、最適な解決が見いだされ
る可能性も高まることが指摘されている（シェリング 2008）。しかし、現実には一
旦紛争状態に陥ってしまうと、当事者同士で実行可能な解決策の創造に向けて協力
することを拒絶し、問題を「勝ち負けの関係（win-lose）」でとらえてしまいがち
となる。ゲーム理論では、こうした結果を一方が勝者、他方が敗者となるゼロサム
ゲームを想定している。
【図1】は、典型的な保全紛争の状況を示した図であるが、左側の⒜は、保全活

動家（①）、または、他方の当事者（②）が互いに相手方の利害に対して譲歩や妥
協をすることなく、自分たちの利害のみの満足を目的とする状況である。この場合、
両当事者ともに紛争に関与するコストが高くなってしまい、結果的に両当事者とも

3 本稿では、「紛争管理（conflict management）」という用語を用いているが、ここでは紛争を取り除くこと、
ないし解決すること（resolution）と、紛争による負の影響を減じること（management）を区別するために、「紛
争管理」という表現を用いている。
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に敗者（lose-lose）になるという結果も生じうる。
また右側の⒝では、lose-lose なシナリオになった場合の結果が、両当事者にとっ

て共通認識となる（③）ことで、トレードオフ（④）が要請される可能性も生じる。
あるいは、相互利益の追究につながるような紛争管理プロセスが適切に設計されて
いれば、両当事者が win-lose 型から win-win 型の成果（⑤）を目指し、共通の問
題として受け入れることを促進することができる。

紛争管理の目的は、ゼロサム的な結果ではなく両当事者にとってプラスとなるよ
うな結果へと向かわせることにある。これを達成するための一つの方法が、当事者
たちが有している他者との両立し難いような交渉での取引が困難な基本的な価値、
そして当事者が有する交渉可能な利害／ニーズとを区別することである（Rams-
botham et al. 2011）。いわゆる「囚人のジレンマ」は、当事者自身の利益追究と協
調戦略を提示している。仮に両当事者が紛争のリスクを認識し、紛争当事者にとっ
て「共通の問題」であることが認識され、当事者同士の協力によって、win-win 型
の解決に至るケースがあることに納得ができれば、相互利益型の目標を模索する可
能性も出てくる。ゲーム理論において、紛争状況下で当事者たちが担う役割を変え
る方法としては、当事者間での信頼構築、新しい代替案の開発、適切なペナルティ
及び補償スキームの構築、あるいは順応的管理（adaptive management）4の利用が
指摘されている（Colyvan et al. 2011）。

4 生物の個体群動態などの不確実性を伴う対象を取り扱うための考え方・システムで、特に野生生物や生態系の
保護管理に用いられる。計画における将来の不確実性を認め、仮設検証と継続的なモニタリング・評価によって
見直しと修正を行いながら管理する手法を意味する。

【図1】保全紛争の概念図
⒜ ⒝

出典）Redpath et al. (2013): 101
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5．紛争当事者が共存できる解決策形成に向けたロードマップ

通常、紛争当事者間で対立が深まるにつれ、有意義な交渉や対話の場を構築する
ことが困難となり、紛争管理を目的とする手法が限定されてしまうおそれがある。
ここでは、いかにして当事者たちが共有できる解決策を形成する場を実現させるの
か、そして、このようなアプローチが当事者間の共存を促す解決策を提示できるの
か、という疑問が残る。

近年、複雑な社会問題に対して、当事者が主体的に参画し、合意形成や紛争管理
の促進を目的とするマルチステークホルダープロセス（MSP）が広がりつつある
（Chase et al. 2002）。MSP とは、簡潔に言えば、多様なステークホルダーが対等
な立場で参加する対話と合意形成のプロセスを意味し、1990年代以降、国際機関の
意思決定過程やさまざまな基準やルールづくり、国際開発プロジェクトなど、多種
多様な場面で活用され実践が蓄積されてきた。その本質は、すべての利害当事者が
対等な立場で参加し、平等に説明責任を果たし、他者との対話を通じた社会的学習
（social learning）を繰り返し、当事者性（ownership）をもって創造的な解決策の
共有を目指すことにある（佐藤 2010）。より最近では、2015年9月の国連サミット
で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の目標17にも「マルチステークホル
ダー・パートナーシップによる目標の達成」と掲げられており、すなわち「多様な
パートナーと協力すること」が求められている。

保全紛争では、ステークホルダー（利害関係者）の特定から解決策の実行に至る
まで、【図2】で示されるような段階を踏む。最近では、多様なステークホルダー
の有意義な参加の場が、当事者間の関係性を改善し、信頼構築を促し、紛争を減じ
ることができるという実証的な研究も蓄積されつつある（Ansell and Gash 2008;
Emerson et al. 2009）。加えて、ステークホルダーの初期段階での意思決定過程へ
の参加が、より質の高い持続的な決定へと導く可能性が高いことも指摘されている
（Osborn and Parker 2003）。しかしながら、こうした参加型のプロセスは必ずし
も万能ではないため、特定の政治的・経済的利益集団によってプロセスがコント
ロールされる事態を回避するために慎重に扱っていく必要がある（Mosse 2001）。

また、紛争管理のプロセスをマネジメントしていく上で、「中立的な第三者（neu-
tral third party）」5の関与が紛争管理の質を高める可能性があることも指摘されてい
る。Ansell and Gash（2008）は、この第三者には、（1）政府の代表者、（2）決

5 ここでいう「中立的な第三者」とは、事業の成否によって当人は影響を受けず、特定の利害関係者に肩入れを
せずに当事者間での対話や交渉を支援する主体を指している。
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定権限を持たない調停人（mediator）、そして、（3）決定による影響を評価する中
立的な科学者・専門家が、そうした役割を担うことができると主張している。また、
こうした「第三者」の関与は対象となっている紛争の状況、当事者間のパワーバラ
ンスに依存するとも指摘している。保全紛争を含む自然環境や自然資源にかかわる
紛争の多くは、解決策の追究に高い関心を持つ複数の当事者が関与することが多い
ため、MSP や紛争管理の支援に精通した第三者の介入が解決に向けて有効に機能
する場合は多い。

一旦、適切な紛争管理のプロセスが確立されれば、代替的な解決策が生み出され
る可能性も高まる。【図2】は、Redpath et al.（2013）によって提示された保全紛
争の段階的なモデルである。このモデルには大きく二つの要素がある。第一に、「紛
争状況のマッピング（mapping conflicts）である。まず、関係するステークホルダー
を特定した後、彼らの価値観や態度、目標、立場を把握する。その後、生物保全と
関連する科学的エビデンスの（共同）収集、社会的・経済的なコンテクストを検討
していく。次に、（中立的な第三者の関与を含む）「紛争の管理（managing conflict）」
である。ここでは、代替的な解決策（alternative solutions）の探求、状況の変化に
柔軟に対応できる順応的管理の枠組み内での戦略づくりが含まれる。また、これら
は技術的手法、教育、法的手段で達成することも可能であると考えられている（Red-
path et al. 2015）。生態系保全にかかわるコストを減らす手段として、野生生物保

【図2】保全紛争の効果的な管理に向けたロードマップ

出典）Redpath et al.,（2013）を基に一部修正（「Y」は“Yes”、「N」は“No”を意味する）
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護や生態系を保全する非営利活動やサービスに対して補償金を払うといった財政的
インセンティブも一般的になりつつあるが、これらに関しては、後述するように一
定の議論がある。

6．紛争管理プロセスで生じうる障害

実際の紛争管理に向けては、複数のステークホルダーの参加、協力によって解決
策が紡ぎだされていくのが理想形である。しかしながら、現実には、以下で挙げた
ように紛争管理の有効性に対しては多くの障害も存在する。ここでは先行研究（Red-
path et al., 2013, 2015）を基に、紛争管理プロセスを妨げうる障害とこれらに対応
するための戦略について概観する。

6－1．当事者の参加意思の欠如
第一の障害は、紛争当事者の紛争管理プロセスへの「参加意思の欠如」である。

紛争管理における重要なファクターの一つは、紛争の当事者同士が交渉や対話に基
づいて代替的な解決策を模索、または合意を形成しようとする意思である。基本的
に、利害や価値観が異なる集団同士は、互いに交渉や話し合いの場に参加すること
なく、紛争管理プロセス自体に関与しない可能性もある（Satterfield, 2002）。たと
えば、絶滅危惧種に指定されている野生生物の保護に従事している環境保全活動家
たちは、保護地域で密猟に関与している人々とは「交渉の余地はない」と判断する
可能性がある。同様に、自分たち以外の当事者の利害を認識していない集団は、彼
らと交渉する意思を持っていない、あるいは、自らの利害を守るため、交渉や対話
以外の訴訟や強制執行といった手段で解決することが最善の方法として考える可能
性もある。

次に、「当事者間の相互不信」も紛争管理や協働の実現を妨げる大きな要因の一
つである（Ansell and Gash 2008）。そのため信頼構築を手助けするプロセスが、当
事者の積極的な参加を促すことである。紛争当事者の参加を促すためには、紛争状
況に関する情報の共有、交渉を支援するため第三者（政府機関やプロの調停人など）
による支援、あるいは過激派の関与を抑制し、まずは参加意欲が高いメンバーと合
意形成に取り組むといったアプローチが考えられる。こうしたアプローチが上手く
機能しない場合、紛争が継続し、最終的には win-lose の関係で終ってしまう場合
がある。ただし、当事者同士が積極的に紛争管理プロセスに関与した場合であって
も、当事者間の事実認識や利害に大きな相違がある場合には、解決策の提案や合意

保全紛争の発生要因と紛争管理に関する考察

49



形成が実現困難な場合もある。こうした事態に対処するための現実的な手法の一つ
に、トップダウン型の意思決定がある。しかしながら、トップダウン型のアプロー
チに基づく解決が、人間活動の野生生物等の生態系及び生物多様性に及ぼす負の影
響を減じることは可能かもしれないが、この場合、紛争にかかわっている人間同士
の対立を減じる可能性が低下するという問題が生じる場合がある。たとえば、アフ
リカの国立公園における生物多様性保全の事例を扱った Muhumuza and Balkwill
（2013）の研究によれば、保全活動がうまくいかない要因として「現地の非賛同」
と「保全活動からの現地住民の除外」が指摘されている。政府や NGO 出身の保全
活動家などの専門家の主導により、ほとんど補償を与えずに伝統的な土地から現地
住民を立ち退かせ、一方的に国立公園内の資源へのアクセスを制限することは、政
府または保全団体や保全活動家への敵意を抱かせることにつながり、これにより、
しばしば紛争が生じ、やむを得ず既定のルールを破って資源を取得し、違法な密猟
が増加したケースが報告されている。

6－2．紛争管理プロセスの設計
参加・協働型のアプローチに対する批判の一つとして、こうしたアプローチは理

想主義的な win-win 型の解決を追究することに焦点が偏っているという意見があ
る（Peterson et al., 2005）。そのため、紛争の焦点を明確にし、解決策を追究する
場合には、明確かつ現実的な目標設定やトレードオフが必要となる。生物保全の取
り組みは、当事者の利害関係に応じてさまざまな規模の下で実践される。たとえば、
希少生物の場合、その価値がグローバルなレベルで重視されることもあるが、実際
の生物保全をめぐる紛争は特定の地域に限定され、ローカルなレベルで発生する。
そのため、ローカルなレベルでの紛争管理が必要となる。しかしながら、ローカル
なレベルの紛争管理は、当事国や国際的な状況によって制約を受ける可能性もあり、
意思決定者は、合意が現実的かつ実行可能なものとなるように、紛争管理の範囲を
設定する必要が生じる（Young et al. 2010）。この点について、Linnel and Boitani
（2012）は、紛争管理の設計にあたって、「しっかりと調整された広域的枠組みの
中で、可能な限り、現場のニーズやコンテクストに応じたローカルな解決策が見い
だせるように、自由な裁量を提供できる紛争管理プロセスを保障することが重要で
ある」と指摘している。また、こうした紛争管理プロセスへの参加は、公正かつ包
括的で、地域のエリート層や一部のステークホルダーによる支配や腐敗の対象とな
らないようにすることも重要である（Lane 2003）。

さらに、ローカルなレベルでの紛争管理プロセスであっても、その成果を実現可
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能なものとできるような財源や人的資源が必要となることが多い。一方で、参加や
協働の場も、より規模が大きな対話の場が構築された場合、各ステークホルダーの
代表性は希薄となり、同時に社会的学習（social learning）の機会が少なくなって
しまうという課題を抱えている。そのため、関係当事者たちが信頼構築を図り、生
物保全に対する科学的エビデンスを集約し、解決策の検討を可能にするためには、
参加プロセスにおいて十分な時間を確保することが重要となる（Redpath et al.
2013）。

6－3．財政的なインセンティブ
生態系・生物多様性保全の分野における紛争管理において、財政的インセンティ

ブを機能させることが有効となるケースもある。生物保全ないし生物多様性の保全
には費用がかかるため、保全紛争の文脈においても紛争当事者の経済的なニーズを
満足させることが必要となる。その際に、インセンティブ構造が適切に設計されて
いなければ、財源不足や特定資源への過度な依存といった問題に陥ってしまう
（Blute and Rondeau 2005）。たとえば、特定のステークホルダーに資源の所有が
偏っている場合、プロジェクトの主要な目的が営利目的である場合、補償がプロジェ
クトのコストを上回らない場合、政治的に受け入れ可能な提案ではない場合には、
そのようなインセンティブの設定は不適切なものとなる可能性がある。そのため、
紛争管理の枠組みには、財政的資源に関しても合意内容の実施を遵守しているか否
かを適切に監督（モニタリング）する仕組みをいかに構築するかも大きな課題であ
る（Redpath et al. 2013）。他方で、資金を入手したところで、生物多様性の保全活
動に必ずしも良い結果がもたらされないことも多くの保全団体が抱える課題となっ
ている。資金が利用可能になっても不平等に分配されてしまったり、特定の生物に
偏って使用されたりする場合6、潜在的には保全紛争の発生要因となりうる点に留
意する必要がある。

6－4．法律制定と規制
一般的に、人間活動が野生生物に与える影響を管理し、保全管理を進めていく上

で、人間活動の影響を規制・コントロールするため法律の制定が重視される。たと
えば、自然の生態系に対する人間活動の影響を少なくするための予防的な管理の実

6 非営利の国際的な環境ニュースサイトである MONGABY によれば、「カリスマ的な」人気のある哺乳類の方
が、「魅力のない」爬虫類、鳥類、両生類などに比べて、寄付金や研究資金を獲得できる傾向が強いことが指摘
されている（MONGABAY 2016年6月6日「多くの保全活動が失敗する5つの理由：https://jp.mongabay.com
/2016/06/）。
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施、あるいは、残存している希少生物を絶滅から保護するための法律制定などが考
えられる。我が国でも絶滅の危機に瀕している野生動植物の種の保存を図る事を目
的とする「絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存に関する法律」（野生動植物保
存法）がこうした法律に該当する。多くの保全紛争では、紛争当事者によって法律
が軽視される場合も多く、あるいは問題とかかわる法律が不公平だとみなされる場
合には関係者からの抵抗を受ける可能性もある。こうした紛争の根底にあるのは、
生態系の価値に対する認識（自然の優位性 vs 意思決定の自由）、狩猟の経済的価値、
人間活動の影響や法的規制に関して利害関係者間で認識の相違が存在することであ
る。

生態学的調査は生物が自然環境に与える影響や人間活動が野生生物に与える影響
について生物個体数の分布を把握したり、予測したりする際には有効であるが、紛
争管理においては、紛争管理のプロセスに関与している個人や組織間の信頼構築に
作用する紛争の経緯や文化的、政治的、経済的、法的、道徳的な側面が存在するこ
とも無視できない。また、第三者も介入したステークホルダー参加型の対話の場は、
win-win 型の解決を目指すものであるが、時には一定の妥協も必要であると考えら
れている。Heydon ら（2010）は、紛争管理プロセスが適度な柔軟性を欠いている
場合、あるいは、厳格な法律・規制が決定によって最も影響を受ける当事者に対す
る「権利のはく奪（disenfranchisement）」の意識を引き起こしてしまった場合、
代替的な解決策の選択肢が減少し、最終的にこれらの要因が紛争を悪化させる可能
性があると指摘している。

7．保全紛争における科学者・専門家の役割

生物や生態系の保全をめぐる紛争では、人間活動が野生生物に与える影響、紛争
の根本原因の理解、代替的なミティゲーション7や関係者間でのトレードオフを検
討する際に、科学者や専門家たちが大きな役割を果たすことが多い。しかしながら、
専門家自身が野生動物保護の活動家であったり、環境保護団体のために活動を行っ
たりしている場合には、一定のバイアスがかかった判断を行う可能性がある。その
ため、保全紛争においては、科学者・専門家らの価値判断の根拠や前提を確認して
おくことが重要になる（Sarewitz 2004）。

7「ミティゲーション（mitigation）」とは、人間活動によって発生する環境への負の影響、生態系の価値減少を
緩和または補償する行為を意味する。さまざまな開発事業の影響を回避（avoidance）、最小化（minimization）、
修正（rectification）、保存・管理（preservation, maintenance）するとともに、やむを得ない場合には補償的緩
和（compensatory mitigation）を行い、同様の生態系を復元することを意味する。
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利害関係者が自分たちの立場を支持・擁護する科学的見解にのみ焦点を当て、科
学者自身が一方の利害関係者に対してのみ都合の良い解釈や科学的分析を提示する
場合には、科学は政治的なものとなるおそれがある（Knudsen 2015）。そのため、
科学者や専門家は、自分たちの役割や価値観が紛争管理の文脈において、いかなる
影響を持つのかを考慮する必要がある。米国においては、環境紛争において科学者・
専門家の見解に対して疑念が生じた場合に、科学者が支持できる「第三者による合
意」を作り出す実践が行われている。たとえば、アメリカのシェラネバダ順応的管
理事業（Sierra Nevada Adaptive Management Project: SNAMP）8では、科学者た
ちが利害関係者間の紛争には直接関与しないことについて署名がとり交わされ、関
係当事者による現地視察、住民説明会、関係行政機関による部局横断的な会議の開
催、パブリックコメントが可能なウェブサイトの開設など、多様な利害関係者を参
加させるための仕組みを整備することで合意形成の支援を行っている。紛争にかか
わっている当事者から信頼されるためには、科学者・専門家自身の見解や価値観、
将来予測等に関して一層の透明性を確保することも必要である。

8．紛争管理の評価

最後に、紛争管理の評価についても触れておきたい。紛争管理においては、その
成果が当事者にとって納得のいくもの、つまり、受け入れ可能な内容であり、いず
れの当事者も他者に対して不利益を与えていない状況と判断することができれば、
紛争管理が成功したケースとして考えることができる。保全紛争では、当事者は人
間活動が野生生物に与える負の影響を減らすための効果的なアプローチを検討する
だけではなく、人間同士の紛争・対立を減らし、長期的な関係性と持続可能な解決
策を構築するための有効なプロセスを設計することが肝要となる。

前者の紛争管理プロセスが野生生物に与える負の影響を減じることができたか否
かは、生物個体数の調査などにより比較的評価し易いが、後者の人間同士の紛争を
解決できたか否かをどう評価するかは困難な課題である。しかしながら、環境保全
の観点から絶滅危惧種など稀少生物の保護を訴える環境活動家たちは、そもそも対
立している当事者との対話を受け入れない可能性が高い。むしろ、こうした人々の
主要な関心は、生物保護や保全管理の取り組みを成功に導くことにある。したがっ

8 SNAMP は、米国農務省林野部によるシェラネバダ山脈周辺の森林保護を行うための計画であり、とくに野生
生物、森林環境、水資源に負の影響を与える山火事を防止するための管理計画を策定している。SNAMP の概要
については、http://snamp.cnr.berkeley.edu/about/index.html（最終閲覧日：2019／05／08）を参照。
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て、このような立場からは、他者が負担するコストにかかわりなく（人間活動の野
生生物への負の影響を緩和させつつ）危機に瀕しており保護が必要な生物の個体数
を増加させることがサクセスストーリーに繋がると考えられる。

現実には、絶滅危惧種が危機に瀕した場合には、生物や生態系の保護を主張する
当事者の中には、開発業者など当該生物を脅かすアクターに対して規制や訴訟と
いった法的手段に訴えるケースもゼロではない。この場合、より強制力の強い法的
な手段は当事者間の紛争の最小化ではなく、むしろ生物保全という目的の達成を最
大化させる方向性に働く可能性がある。しかし一方で、当事者双方が生物保全の目
標や成果を互いに理解、認識し、それに同意しない限り、生物保全をめぐって非生
産的な紛争へと至る可能性もある。そこでは、生物保全にとって、「当事者間で解
決策について共通理解や共通認識が形成されている状況で、より望ましい成果が表
れる可能性があるのか」という疑問が残される。

こうした問いに対して、米国の環境紛争解決、ガバナンス論の研究者である Kirk
Emerson らは、この問題の検証を試みており、「当事者双方が受け入れ可能で、よ
り質の高い合意を目指している当事者集団の方が、当事者間の関係改善に向かう傾
向が高い」という実証的分析を行っている。その中で、絶滅危惧種の生態系保全手
法に優先順位を設定することも重要であるが、同時に、紛争管理プロセス全体の入
念な設計と成果の実効性を確保することの重要性を強調している（Emerson et al.
2009）。

また、当事者全員が紛争の原因となる問題を理解する上で、紛争管理プロセスで
は、参加者が透明性のある質の高い情報にアクセスできる環境を整えることは、生
物保護など高度な専門性や知識の求められる分野では、科学者と科学者ではない
人々（市民）が相互作用を図るサイエンス・コミュニケーションの観点からも重要
なものである（Johnson and Hamernik 2015）。実際に、紛争を取り除くという意味
において、完全な解決を見た保全紛争を挙げることは困難である。しかしながら、
生態系の破壊が緩和されるなど、生物保全に向けて一定の成果を得られている取り
組みも世界には数多く存在している。他方で、一定レベル以上の保全紛争になると、
長期間にわたり継続するケースもあることから、対話に基づく長期的な紛争管理が
どの程度まで機能し得るかという点も持続的な紛争の管理および解決に向けて検討
すべき課題である。
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おわりに

本稿は生物保全の観点から、保全紛争、とりわけ人間同士の間で生じる紛争の発
生要因とそれに対応する紛争管理モデルを取り上げた。本稿で示したように、紛争
管理においては、当事者が共存でき、受け入れ可能な解決策を議論し、交渉するた
めの場の設計がカギとなる。ある面では、こうした取り組みは些細なものと思われ
るかもしれないが、現実には、多くの障害が効果的な紛争管理を妨げる可能性があ
る。そのため、現実的に対話の能力や共存の可能性を高めることは、共通の課題を
認識し、これらを協力して解決を図ろうとする当事者の意志にも左右される。加え
て、これまでの研究において繰り返し言及されていることの一つに、紛争管理プロ
セスにおける「透明性の確保」がある。とりわけ、ステークホルダー（利害関係者）
の立場や基本的事項に対する透明性、各ステークホルダーの目標、プロセスに関与
する科学者・専門家の価値観や目標、対象となる問題の不確実性を踏まえた上で、
当事者が利用可能なエビデンス、保全に伴う長期的なコストや利益に対する透明性
の確保は重要である（Adams 2003; Sarewitz 2004; Linnel and Boitani 2012）。

気候変動など生物多様性を取り巻く環境が複雑化する今日、保全紛争はさらに増
加する可能性も否定できない。将来、これらの紛争への対応を促すために、二つの
要素が重要になるだろう。一つ目は、生物保全を取り巻く社会的・経済的・政治的
なコンテクストへの理解を深化させ、人間と野生生物の影響への理解と結びつける
ために、社会科学と自然科学との間でさらなる結びつきが重要になる。こうした理
解がないままでは、効果的な紛争管理が成立する可能性は低い9。二つ目に、当事
者の参加が保全活動の成果にどのような影響を与えたか、そして、どのようなプロ
セスが人間と生物の共存を支えるうえで最も効果的であるかを明らかにするために、
紛争管理プロセスとその成果の監督と評価に基づく信頼のおけるエビデンスの構築
が将来における研究課題となるだろう。

人間と自然とのかかわり方は、科学技術の発展や環境問題のグローバル化によっ
て変容を迫られている。このことは生物保全ないし生物多様性の保全にとっても例
外ではない。本稿で提示した保全紛争の管理モデルは、生物保全において、紛争が
現在どのような状況にあるのか、紛争当事者間の関係はどのような状況にあるかを

9 生物保全が失敗をもたらす要因の一つとして、自然保護論者があまりに一般的すぎる保全戦略を適用し、現地
における過去と現在の生態系、野生生物、住民についての理解が不足しているケースも挙げられる。実際に、保
全団体が計画中の保護区内と周辺地域における過去の人口密度パターンを詳細に調査できていないこと。さらに、
保全団体が保護したい森林や生息地に関する土地所有権、過去の紛争、資源利用についても詳細な調査ができて
いないことを示した研究もある。詳細については、Malleson, R. (2000). Forest Livelihoods in Southwest Province,
Cameroon: An Evaluation of the Korup Experience. Doctoral Thesis, UCL (University College London)を参照。
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把握する際に役立つものである。本稿で示した保全紛争の管理とその実践プロセス
に向けたモデルは、今後、ローカル、そしてグローバルな視点で生物保全をめぐる
紛争状況を理解し、保全のあり方を改善していくうえで有効な視点を提示している
と考えられる。
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